
 

 

第４章 企業と従業員の比較 
 

１節 「60 歳代前半層に期待する役割」を「知らせる」仕組み 

１．「知らせる」・「知らされる」程度 

 企業が従業員（60 歳前半層）に「期待する役割」を知らせている現状について、「知らせ

ている」と「ある程度知らせている」の合計比率をみると、企業（同比率 69.9％）、従業員

（同 75.2％）ともに肯定的に捉えている（図表 3-4-1-1）。 

 こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「正社員」（得点差：

－0.29 点）で、企業と従業員の認識の差が大きく、「非正社員」（同－0.13）で小さい。 

 
図表 3-4-1-1.「知らせる仕組み」と「知らされる仕組み」の現状の評価 

（単位：点） 
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答

得
点

得
点
差
（
企
業

―
従
業
員
）

7110 25.4 44.5 16.6 10.7 2.8 2.87 -0.18
正社員 1924 24.3 40.0 16.2 16.4 3.2 2.75 -0.29
非正社員 5181 25.8 46.2 16.8 8.6 2.6 2.92 -0.13

6466 35.2 40.0 13.1 8.8 2.9 3.05 -0.18
継続・正社員 2166 35.1 40.1 13.3 9.2 2.4 3.04 -0.29
継続・非正社員 4300 35.2 39.9 13.1 8.6 3.2 3.05 -0.13

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

従業員に期待する役割の伝達（企業）

あなたに期待する役割の伝達（従業員）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

 
（注）得点：「知らされている」を 4 点、「ある程度知らされている」を 3 点、「あまり知らされていない」を 2 点、

「知らされていない」を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

２．「知らせる」・「知らされる」方法 

 「知らせる」・「知らされる」方法については、「人事部門との面接（継続雇用者の契約更新

時の面接も含む）」（企業 65.2％、従業員 48.2％）、「経営者層との面談」（企業 33.5％、従業

員 35.3％）や「人事評価制度の運用を通して」（企業 18.4％、従業員 14.9％）が中心である

点は変わりがないが、企業は従業員以上に「人事部門との面接（継続雇用者の契約更新時の

面接も含む）」を多く活用している（図表 3-4-1-2）。 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「人事部門との面接（継続雇用者の契約更新

時の面接も含む）」及び「経営者層との面談」については、雇用形態に関わらず、企業と従業

員の見方はほぼ一致している。これに対して、「人事評価制度の運用を通して」については「非

正社員」ほど、「職能要件書あるいは職務要件書」については「正社員」ほど、企業と従業員

の認識の差が大きい。 

 

 

 
図表 3-3-10-4.今後の働き方 

（単位：％） 
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6466 50.7 47.8 43.7 4.1 1.5
継続・正社員 2166 46.9 51.4 46.2 5.2 1.7
継続・非正社員 4300 52.6 46.0 42.4 3.6 1.4
100人以下 582 43.5 55.3 49.1 6.2 1.2
101～300人以下 941 45.6 52.8 46.7 6.1 1.7
301～500人以下 286 49.7 47.9 43.4 4.5 2.4
501人以上 323 54.5 43.7 41.5 2.2 1.9
専門・技術職 604 47.4 50.6 45.0 5.6 2.0
事務職 836 54.4 44.5 41.7 2.8 1.1
営業・販売職 172 41.9 56.4 51.7 4.7 1.7
サービス職 216 41.2 56.0 48.6 7.4 2.8
生産・運輸・建設等の現業職 276 31.2 67.0 55.8 11.2 1.8
その他 25 36.0 64.0 60.0 4.0 0.0
満足 497 42.9 55.7 49.5 6.2 1.4
やや満足 1233 45.6 52.6 47.4 5.2 1.8
やや不満＋不満 415 55.4 43.3 39.0 4.3 1.2
100人以下 821 49.3 48.2 44.2 4.0 2.4
101～300人以下 1832 52.3 46.2 42.2 4.0 1.5
301～500人以下 694 54.3 44.5 41.2 3.3 1.2
501人以上 869 56.3 43.2 40.7 2.5 0.5
専門・技術職 1246 54.9 43.6 41.0 2.6 1.5
事務職 1535 57.9 40.8 38.4 2.4 1.3
営業・販売職 432 50.7 47.2 42.8 4.4 2.1
サービス職 369 45.3 53.9 46.9 7.0 0.8
生産・運輸・建設等の現業職 587 41.4 57.8 52.0 5.8 0.9
その他 42 57.1 38.1 35.7 2.4 4.8
満足 899 45.9 53.2 48.6 4.6 0.9
やや満足 2465 53.0 45.6 42.4 3.2 1.4
やや不満＋不満 890 58.0 40.0 36.4 3.6 2.0
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４．上司（管理職）が部下（60 歳代前半層）に知らせる方法 

 上司（管理職）が部下（60 歳代前半層）に知らせる方法については「日常の仕事を通して」

（企業 57.5％、従業員 69.1％）と「人事評価の面接で（継続雇用者の契約更新時の面接も含

む）」（企業 57.0％、従業員 34.9％）を中心として「職場のミーティング（企業 27.9％、従業

員 29.9％）」が補完するという点に変わりがないが、企業は従業員以上に「人事評価の面接

で（継続雇用者の契約更新時の面接も含む）」を、これに対して、従業員は企業以上に、「日

常の仕事を通して」を多く活用している（図表 3-4-1-4）。 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「日常の仕事を通して」及び「職場のミーテ

ィング」については、雇用形態に関わらず、企業と従業員の見方はほぼ一致している。これ

に対して、「人事評価の面接で（継続雇用者の契約更新時の面接も含む）」については「非正

社員」ほど、企業と従業員の認識の差が大きい。 

 
図表 3-4-1-4.上司が部下に「知らせる」方法（複数回答） 

（単位：％） 
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6440 57.0 27.9 16.6 57.5 9.1 1.5 1.3
正社員 1659 48.2 30.3 15.8 61.4 7.3 1.5 1.6
非正社員 4781 60.1 27.0 16.9 56.1 9.8 1.5 1.2

6018 34.9 29.9 16.0 69.1 6.9 2.7 1.9
継続・正社員 1998 31.0 33.0 17.8 71.4 6.6 2.8 1.8
継続・非正社員 4020 36.8 28.4 15.1 67.9 7.0 2.6 1.9

部下への伝達方法

60歳代前半層
の雇用形態

あなたへの伝達方法

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

 

 

５．管理職への部下（60 歳代前半層）の活用に関する情報提供 

 管理職への部下（60 歳代前半層）の活用に関する情報提供について、「行っている」と「あ

る程度行っている」の合計比率をみると、企業（同比率 62.6％）、と従業員（同 51.9％）で

現状に対する認識が異なり、企業が従業員に比べ、管理職への情報提供が行われていると考

えている（図表 3-4-1-5）。こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみる

と、「非正社員」（得点差：0.25）は「正社員」（同 0.11）と比べて、企業と従業員の認識の差

が大きい。 

 

 

 

図表 3-4-1-2.「知らせる」・「知らされる」方法（複数回答） 
（単位：％） 
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無
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6147 65.2 9.0 6.7 1.0 33.5 18.4 11.5 2.4 0.5 6.1 1.7
正社員 1547 56.3 7.1 11.1 1.0 38.0 16.9 10.3 3.2 0.3 6.1 3.0
非正社員 4600 68.1 9.7 5.2 1.1 31.9 19.0 11.9 2.1 0.5 6.1 1.3

5708 48.2 13.9 6.9 2.2 35.3 14.9 13.0 5.3 2.9 8.5 2.9
継続・正社員 1916 38.6 14.6 11.5 2.0 42.5 17.0 13.5 5.9 2.6 7.2 3.3
継続・非正社員 3792 53.0 13.5 4.6 2.3 31.6 13.8 12.8 5.0 3.1 9.2 2.7

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

従業員に期待する役割の伝達方法（企業）

あなに期待する役割の伝達方法（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

３．「知らせる」・「知らされる」上での上司（管理職）の役割 

 「知らせる」プレイヤーとしての上司（管理職）の役割について、「重要な役割を果たして

いる」と「ある程度重要な役割を果たしている」の合計比率をみると、企業（同比率 72.9％）、

従業員（同 74.1％）ともに高く評価している（図表 3-4-1-3）。 

 こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「正社員」（得点差：

－0.30）は「非正社員」（同 0.00）と比べて、企業と従業員の認識の差が大きい。 

 
 

図表 3-4-1-3.「知らせる」・「知らされる」上での上司の役割 
（単位：％） 
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7110 22.1 50.2 14.2 4.0 5.5 3.9 2.83 -0.08
正社員 1924 19.4 48.2 14.0 4.6 9.1 4.6 2.67 -0.30
非正社員 5181 23.2 51.0 14.3 3.8 4.1 3.6 2.88 0.00

6466 28.2 45.9 14.0 4.9 4.4 2.6 2.91 -0.08
継続・正社員 2166 32.4 43.5 12.5 3.8 5.0 2.8 2.97 -0.30
継続・非正社員 4300 26.0 47.2 14.8 5.5 4.0 2.5 2.88 0.00

60歳代前半層
の雇用形態

企業が考える上司の役割（企業）

あなたが考える上司の役割（従業員）

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

60歳代前半層
の雇用形態

 
（注）得点：「重要な役割を果たしている」を 4 点、「ある程度重要な役割を果たしている」を 3 点、「あまり重要

な役割を果たしていない」を 2 点、「重要な役割を果たしていない」を 1 点、「上司の役割ではない」を 0 点

とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

 

に対する希望や意欲を会社に知らせる仕組みが、企業の 70 歳までの雇用を推進することにも

つながるのか、第二に、「知らせる仕組み」と「知る仕組み」の整備が 60 歳前半層のモチベ

ーションの向上につながり、65 歳以降も働き続けたいという考えにつながるのか、を明らか

にする。第三に、こうした仕組みを整備している企業はどのような仕組みを持っているのか、

を明らかにする。最後に、明らかにされたことをまとめる。 

 

２節 企業の 60 歳前半層の活用パフォーマンスからみた「期待する役割を知らせる」仕組

み・「能力・意欲を知る」仕組み 

１．企業の 60 歳代前半層の活用パフォーマンスと 70 歳雇用に向けた方針 

 「60 歳代前半層に期待する役割を知らせる」仕組みと「60 歳代前半層の能力・意欲を知る」

仕組みが整備されることにより、60 歳代前半層のモチベーションが高まり、それが職場の生

産性の向上につながり、企業の 60 歳代前半層の働きぶりに対する満足度が高まる。そして、

それが最終的に 70 歳雇用へつながると考えられる。 

 そこで、企業の活用パフォーマンスと 70 歳雇用に向けた企業の取り組みとの関係をみてみ

よう。このとき、60 歳代前半層の活用のパフォーマンスは、①60 歳代前半層をどの程度雇用

しているかの「量」の面と、②60 歳代前半層がどの程度経営に貢献しているかの「質」の 2

つの面から構成されている。しかし、前者については、企業アンケート調査が常用労働者で

60 歳以上 65 歳未満の高齢者が 10 名以上在籍している事業所を対象にしており、これを活用

のパフォーマンスとして使用することが適切ではないと考えられるため、本章では後者につ

いてのみ分析を行うこととする。 

 分析に使用する変数は、企業の 60 歳代前半層の働きぶりに対する満足度について、「満足

している」「やや満足している」「あまり満足していない」「満足していない」という 4 段

階について回答してもらい、その結果をサンプルサイズが均等になるように、「満足してい

る」「やや満足している」「あまり満足していない＋満足していない」の 3 カテゴリーに分

け、分析軸としている。また、70 歳雇用に向けた企業の取り組みについては、今後 60 歳代

前半層を何歳程度まで活用したいかという方針を、「改正高齢法（段階的に 65 歳まで）の

範囲にとどめたい」、「66 歳～67 歳程度まで活用したい」「68 歳～69 歳程度まで活用した

い」、「70 歳以上まで活用したい」、「上限年齢なく活用したい」の 5 段階で回答してもら

い、「改正高齢法の範囲」を 1 点、「66 歳～67 歳」を 2 点、「68 歳～69 歳」を 3 点、「70

歳以上」を 4 点、「上限年齢なし」を 5 点として、「70 歳雇用方針指数」を算出した。 

 上記の変数を用いて分析結果をまとめたものが図表 3-5-2-1 である。同図表から明らかな

ように、第一に、高齢者の活用の方針については、全体では、「改正高齢法の範囲にとどめ

たい」（65.5％）が 6 割以上を占めて最も多く、「上限年齢なく活用したい」をはじめとし

て、66 歳以降を活用したいと考える企業は、ほとんど 1 割を下回っている。したがって、70

歳雇用方針指数は 1.79 点であり、「改正高齢法の範囲」と「66 歳～67 歳」の中間程度の水
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４．上司（管理職）が部下（60 歳代前半層）に知らせる方法 

 上司（管理職）が部下（60 歳代前半層）に知らせる方法については「日常の仕事を通して」

（企業 57.5％、従業員 69.1％）と「人事評価の面接で（継続雇用者の契約更新時の面接も含

む）」（企業 57.0％、従業員 34.9％）を中心として「職場のミーティング（企業 27.9％、従業

員 29.9％）」が補完するという点に変わりがないが、企業は従業員以上に「人事評価の面接

で（継続雇用者の契約更新時の面接も含む）」を、これに対して、従業員は企業以上に、「日

常の仕事を通して」を多く活用している（図表 3-4-1-4）。 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「日常の仕事を通して」及び「職場のミーテ

ィング」については、雇用形態に関わらず、企業と従業員の見方はほぼ一致している。これ

に対して、「人事評価の面接で（継続雇用者の契約更新時の面接も含む）」については「非正

社員」ほど、企業と従業員の認識の差が大きい。 

 
図表 3-4-1-4.上司が部下に「知らせる」方法（複数回答） 

（単位：％） 
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6440 57.0 27.9 16.6 57.5 9.1 1.5 1.3
正社員 1659 48.2 30.3 15.8 61.4 7.3 1.5 1.6
非正社員 4781 60.1 27.0 16.9 56.1 9.8 1.5 1.2

6018 34.9 29.9 16.0 69.1 6.9 2.7 1.9
継続・正社員 1998 31.0 33.0 17.8 71.4 6.6 2.8 1.8
継続・非正社員 4020 36.8 28.4 15.1 67.9 7.0 2.6 1.9
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60歳代前半層
の雇用形態

あなたへの伝達方法

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

 

 

５．管理職への部下（60 歳代前半層）の活用に関する情報提供 

 管理職への部下（60 歳代前半層）の活用に関する情報提供について、「行っている」と「あ

る程度行っている」の合計比率をみると、企業（同比率 62.6％）、と従業員（同 51.9％）で

現状に対する認識が異なり、企業が従業員に比べ、管理職への情報提供が行われていると考

えている（図表 3-4-1-5）。こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみる

と、「非正社員」（得点差：0.25）は「正社員」（同 0.11）と比べて、企業と従業員の認識の差

が大きい。 

 

 

 

図表 3-4-1-2.「知らせる」・「知らされる」方法（複数回答） 
（単位：％） 

　
件
　
数

人
事
部
門
と
の
面
接
（
継

続
雇
用
者
の
契
約
更
新
時

の
面
接
も
含
む
）

職
能
要
件
書
あ
る
い
は
職

務
要
件
書

研
修

６
０
歳
以
降
の
従
業
員
を

支
援
す
る
社
内
の
専
門

家
・
相
談
員
と
の
面
談

経
営
者
層
と
の
面
談

人
事
評
価
制
度
の
運
用
を

通
し
て

個
人
別
の
目
標
管
理
シ
ー

ト 社
内
報

電
子
媒
体
（
社
内
Ｌ
Ａ
Ｎ

等
）

そ
の
他

無
回
答

6147 65.2 9.0 6.7 1.0 33.5 18.4 11.5 2.4 0.5 6.1 1.7
正社員 1547 56.3 7.1 11.1 1.0 38.0 16.9 10.3 3.2 0.3 6.1 3.0
非正社員 4600 68.1 9.7 5.2 1.1 31.9 19.0 11.9 2.1 0.5 6.1 1.3

5708 48.2 13.9 6.9 2.2 35.3 14.9 13.0 5.3 2.9 8.5 2.9
継続・正社員 1916 38.6 14.6 11.5 2.0 42.5 17.0 13.5 5.9 2.6 7.2 3.3
継続・非正社員 3792 53.0 13.5 4.6 2.3 31.6 13.8 12.8 5.0 3.1 9.2 2.7

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

従業員に期待する役割の伝達方法（企業）

あなに期待する役割の伝達方法（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

３．「知らせる」・「知らされる」上での上司（管理職）の役割 

 「知らせる」プレイヤーとしての上司（管理職）の役割について、「重要な役割を果たして

いる」と「ある程度重要な役割を果たしている」の合計比率をみると、企業（同比率 72.9％）、

従業員（同 74.1％）ともに高く評価している（図表 3-4-1-3）。 

 こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「正社員」（得点差：

－0.30）は「非正社員」（同 0.00）と比べて、企業と従業員の認識の差が大きい。 

 
 

図表 3-4-1-3.「知らせる」・「知らされる」上での上司の役割 
（単位：％） 

　
件
　
数

重
要
な
役
割
を
果

た
し
て
い
る

あ
る
程
度
重
要
な

役
割
を
果
た
し
て

い
る

あ
ま
り
重
要
な
役

割
を
果
た
し
て
い

な
い

重
要
な
役
割
を
果

た
し
て
い
な
い

上
司
の
役
割
で
は

な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

7110 22.1 50.2 14.2 4.0 5.5 3.9 2.83 -0.08
正社員 1924 19.4 48.2 14.0 4.6 9.1 4.6 2.67 -0.30
非正社員 5181 23.2 51.0 14.3 3.8 4.1 3.6 2.88 0.00

6466 28.2 45.9 14.0 4.9 4.4 2.6 2.91 -0.08
継続・正社員 2166 32.4 43.5 12.5 3.8 5.0 2.8 2.97 -0.30
継続・非正社員 4300 26.0 47.2 14.8 5.5 4.0 2.5 2.88 0.00

60歳代前半層
の雇用形態

企業が考える上司の役割（企業）

あなたが考える上司の役割（従業員）

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

60歳代前半層
の雇用形態

 
（注）得点：「重要な役割を果たしている」を 4 点、「ある程度重要な役割を果たしている」を 3 点、「あまり重要

な役割を果たしていない」を 2 点、「重要な役割を果たしていない」を 1 点、「上司の役割ではない」を 0 点

とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 
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２節 「60 歳代前半層の能力・意欲」を「知る」仕組み 

１．60 歳代前半層の能力や適性の把握状況 

 企業が「従業員（60 歳代前半層）の能力」を「知る」現状については、企業（「把握して

いる」と「ある程度把握している」の合計比率 85.9％）、従業員（同 82.8％）ともに肯定的

に捉えている（図表 3-4-2-1）。 

 こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、雇用形態に関わらず、

企業と従業員の意見はほぼ一致している。 

 
図表 3-4-2-1.「知らせる仕組み」と「知らされる仕組み」の現状の評価 

（単位：％） 

　
件
　
数

把
握
し
て
い
る

あ
る
程
度
把
握
し

て
い
る

あ
ま
り
把
握
し
て

い
な
い

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

7110 24.0 61.9 7.4 3.4 3.3 3.10 0.05
正社員 1924 24.3 59.3 8.2 4.6 3.6 3.07 0.03
非正社員 5181 23.9 62.9 7.1 2.9 3.1 3.11 0.05

6466 23.3 59.5 8.9 4.7 3.5 3.05 0.05
継続・正社員 2166 22.9 59.8 9.1 5.0 3.1 3.04 0.03
継続・非正社員 4300 23.5 59.3 8.8 4.6 3.7 3.06 0.05

従業員の能力や適性の把握（企業）

あなたの能力や適性の把握（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
（注）得点：「把握している」を 4 点、「ある程度把握している」を 3 点、「あまり把握していない」を 2 点、「把

握していない」を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

２．「適性」の把握方法 

 「適性」の把握方法は「上司の評価」（企業 80.6％、従業員 49.6％）と「仕事の実績」（企

業 74.7％、従業員 70.5％）を中心として「契約更新時の面接で」（企業 28.4％、従業員 16.8％）、

「同僚の評価」（企業 24.3％、従業員 20.2％）が補完する点に変わりがないが、企業は従業

員以上に「上司の評価」と「契約更新時の面接で」をより多く活用している（図表 3-4-2-2）。 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「仕事の実績」については、雇用形態に関わ

らず、ほぼ見方は一致している。これに対して、「上司の評価」及び「契約更新時の面接で」

については「非正社員」ほど、 これに対して、「同僚の評価」については「正社員」ほど、

企業と従業員の認識の差が大きい。 

 

 

 

 

 

図表 3-4-1-5.管理職への部下（60 歳代前半層）の活用に関する情報提供 
（単位：％） 

　
件
　
数

行
っ
て
い
る

あ
る
程
度
行
っ
て

い
る

あ
ま
り
行
っ
て
い

な
い

行
っ
て
い
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

7110 20.6 42.0 26.3 7.7 3.4 2.78 0.21
正社員 1924 19.8 40.4 25.6 10.6 3.6 2.72 0.11
非正社員 5181 20.9 42.6 26.6 6.6 3.3 2.80 0.25

6466 15.2 38.7 32.0 12.8 1.4 2.57 0.21
継続・正社員 2166 17.2 38.5 30.7 12.6 1.1 2.61 0.11
継続・非正社員 4300 14.3 38.8 32.6 12.9 1.5 2.55 0.25

管理職への60 歳以降従業員の活用に関する情報提供（企業）

管理職への60 歳以降従業員の活用に関する情報提供（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
（注）得点：「行っていると思う」を 4 点、「ある程度行っていると思う」を 3 点、「あまり行っていないと思う」

を 2 点、「行っていないと思う」を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

６．従業員（60 歳代前半層）に期待する役割の明確化 

 「従業員（60 歳代前半層）に期待する役割の明確化」について、「そう思う」と「ややそ

う思う」の合計比率をみると、企業（同比率 71.8％）と従業員（同 59.6％）で明確化の必要

性に対する認識が異なり、企業は従業員に比べ、「従業員に期待する役割の明確化」の必要性

を強く感じている（図表 3-4-1-6）。 

こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「非正社員」（得点差：

0.19 点）は「正社員」（同 0.06）と比べて、企業と従業員の認識ギャップが大きい。 

 
図表 3-4-1-6.「期待する役割」の明確化の必要性 

（単位：％） 

　
件
　
数

そ
う
思
う

や
や
そ
う
思
う

あ
ま
り
そ
う
思
わ

な
い

そ
う
思
わ
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（

企
業
―

従
業
員
）

7110 25.0 46.8 21.2 3.7 3.4 2.96 0.16
正社員 1924 22.5 43.6 24.0 6.5 3.5 2.85 0.06
非正社員 5181 25.9 48.0 20.2 2.7 3.2 3.00 0.19

6466 27.8 31.8 31.0 8.2 1.2 2.80 0.16
継続・正社員 2166 26.6 33.3 30.5 8.5 1.1 2.79 0.06
継続・非正社員 4300 28.4 31.1 31.3 8.0 1.2 2.81 0.19

従業員に「期待する役割」の明確化の必要性（企業）

あなたに「期待する役割」の明確化の必要性（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　 　　計

 
（注）得点：「そう思う」を 4 点、「ややそう思う」を 3 点、「あまりそう思わない」を 2 点、「そう思わない」を

1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 
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２節 「60 歳代前半層の能力・意欲」を「知る」仕組み 

１．60 歳代前半層の能力や適性の把握状況 

 企業が「従業員（60 歳代前半層）の能力」を「知る」現状については、企業（「把握して

いる」と「ある程度把握している」の合計比率 85.9％）、従業員（同 82.8％）ともに肯定的

に捉えている（図表 3-4-2-1）。 

 こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、雇用形態に関わらず、

企業と従業員の意見はほぼ一致している。 

 
図表 3-4-2-1.「知らせる仕組み」と「知らされる仕組み」の現状の評価 

（単位：％） 

　
件
　
数

把
握
し
て
い
る

あ
る
程
度
把
握
し

て
い
る

あ
ま
り
把
握
し
て

い
な
い

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

7110 24.0 61.9 7.4 3.4 3.3 3.10 0.05
正社員 1924 24.3 59.3 8.2 4.6 3.6 3.07 0.03
非正社員 5181 23.9 62.9 7.1 2.9 3.1 3.11 0.05

6466 23.3 59.5 8.9 4.7 3.5 3.05 0.05
継続・正社員 2166 22.9 59.8 9.1 5.0 3.1 3.04 0.03
継続・非正社員 4300 23.5 59.3 8.8 4.6 3.7 3.06 0.05

従業員の能力や適性の把握（企業）

あなたの能力や適性の把握（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
（注）得点：「把握している」を 4 点、「ある程度把握している」を 3 点、「あまり把握していない」を 2 点、「把

握していない」を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

２．「適性」の把握方法 

 「適性」の把握方法は「上司の評価」（企業 80.6％、従業員 49.6％）と「仕事の実績」（企

業 74.7％、従業員 70.5％）を中心として「契約更新時の面接で」（企業 28.4％、従業員 16.8％）、

「同僚の評価」（企業 24.3％、従業員 20.2％）が補完する点に変わりがないが、企業は従業

員以上に「上司の評価」と「契約更新時の面接で」をより多く活用している（図表 3-4-2-2）。 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「仕事の実績」については、雇用形態に関わ

らず、ほぼ見方は一致している。これに対して、「上司の評価」及び「契約更新時の面接で」

については「非正社員」ほど、 これに対して、「同僚の評価」については「正社員」ほど、

企業と従業員の認識の差が大きい。 

 

 

 

 

 

図表 3-4-1-5.管理職への部下（60 歳代前半層）の活用に関する情報提供 
（単位：％） 

　
件
　
数

行
っ
て
い
る

あ
る
程
度
行
っ
て

い
る

あ
ま
り
行
っ
て
い

な
い

行
っ
て
い
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

7110 20.6 42.0 26.3 7.7 3.4 2.78 0.21
正社員 1924 19.8 40.4 25.6 10.6 3.6 2.72 0.11
非正社員 5181 20.9 42.6 26.6 6.6 3.3 2.80 0.25

6466 15.2 38.7 32.0 12.8 1.4 2.57 0.21
継続・正社員 2166 17.2 38.5 30.7 12.6 1.1 2.61 0.11
継続・非正社員 4300 14.3 38.8 32.6 12.9 1.5 2.55 0.25

管理職への60 歳以降従業員の活用に関する情報提供（企業）

管理職への60 歳以降従業員の活用に関する情報提供（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
（注）得点：「行っていると思う」を 4 点、「ある程度行っていると思う」を 3 点、「あまり行っていないと思う」

を 2 点、「行っていないと思う」を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

６．従業員（60 歳代前半層）に期待する役割の明確化 

 「従業員（60 歳代前半層）に期待する役割の明確化」について、「そう思う」と「ややそ

う思う」の合計比率をみると、企業（同比率 71.8％）と従業員（同 59.6％）で明確化の必要

性に対する認識が異なり、企業は従業員に比べ、「従業員に期待する役割の明確化」の必要性

を強く感じている（図表 3-4-1-6）。 

こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「非正社員」（得点差：

0.19 点）は「正社員」（同 0.06）と比べて、企業と従業員の認識ギャップが大きい。 

 
図表 3-4-1-6.「期待する役割」の明確化の必要性 

（単位：％） 

　
件
　
数

そ
う
思
う

や
や
そ
う
思
う

あ
ま
り
そ
う
思
わ

な
い

そ
う
思
わ
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（

企
業
―

従
業
員
）

7110 25.0 46.8 21.2 3.7 3.4 2.96 0.16
正社員 1924 22.5 43.6 24.0 6.5 3.5 2.85 0.06
非正社員 5181 25.9 48.0 20.2 2.7 3.2 3.00 0.19

6466 27.8 31.8 31.0 8.2 1.2 2.80 0.16
継続・正社員 2166 26.6 33.3 30.5 8.5 1.1 2.79 0.06
継続・非正社員 4300 28.4 31.1 31.3 8.0 1.2 2.81 0.19

従業員に「期待する役割」の明確化の必要性（企業）

あなたに「期待する役割」の明確化の必要性（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　 　　計

 
（注）得点：「そう思う」を 4 点、「ややそう思う」を 3 点、「あまりそう思わない」を 2 点、「そう思わない」を

1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 
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24.2％）と「仕事の実績」（企業 32.6％、従業員 29.9％）を中心として「自己申告」（企業 26.8％、

従業員 14.2％）、「社内外の資格の取得状況」（企業 24.1％、従業員 12.7％）が補完する点に

変わりがないが、企業は従業員以上に「上司の評価」、「自己申告」と「社内外の資格の取得

状況」をより多く活用している（図表 3-4-2-4）。 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「上司の評価」、「仕事の実績」、「自己申告」

と「社内外の資格の取得状況」については、雇用形態に関わらず、ほぼ見方は一致している。

これに対して、「契約更新時の面接で」については「非正社員」ほど、 企業と従業員の認識

の差が大きい。 

 
図表 3-4-2-4.「業務外に関連する専門知識・能力」の把握方法（複数回答） 

（単位：％） 

　
件
　
数

上
司
の
評
価

同
僚
の
評
価

自
己
申
告

仕
事
の
実
績

教
育
訓
練
歴

社
内
外
の
資
格
の
取

得
状
況

契
約
更
新
時
の
面
接

で 外
部
の
専
門
家
や
専

門
機
関
に
よ
る
評
価

そ
の
他

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

6634 45.2 17.3 26.8 32.6 8.1 24.1 17.5 0.5 2.4 15.0 4.7
正社員 1765 43.7 19.0 27.0 32.7 6.9 21.2 11.9 0.6 2.8 13.5 5.9
非正社員 4868 45.8 16.6 26.7 32.6 8.6 25.1 19.5 0.5 2.2 15.6 4.3

5931 24.2 13.1 14.2 29.9 5.6 12.7 8.7 1.9 4.4 15.6 18.6
継続・正社員 1990 25.8 14.9 14.7 31.0 6.0 13.5 6.5 2.2 4.3 15.3 18.5
継続・非正社員 3941 23.4 12.2 14.0 29.3 5.5 12.4 9.9 1.8 4.5 15.7 18.7

従業員の業務外に関連する専門知識・能力の把握方法（企業）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

あなたの業務外に関連する専門知識・能力の把握方法（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

５．把握する上での管理職（上司）の役割 

 把握する上での管理職（上司）の役割について、「重要な役割を果たしている」と「ある程

度重要な役割を果たしている」の合計比率をみると、企業（同比率 87.9％）、従業員（同 80.0％）

ともに高く評価している（図表 3-4-2-5）。 

こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、雇用形態に関わら

ず、企業と従業員の見解はほぼ一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-4-2-2.「適性」の把握方法（複数回答） 
（単位：％） 

　
件
　
数

上
司
の
評
価

同
僚
の
評
価

自
己
申
告

仕
事
の
実
績

教
育
訓
練
歴

社
内
外
の
資
格
の
取

得
状
況

契
約
更
新
時
の
面
接

で 外
部
の
専
門
家
や
専

門
機
関
に
よ
る
評
価

そ
の
他

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

6634 80.6 24.3 22.4 74.7 9.1 20.0 28.4 1.1 1.2 0.1 2.1
正社員 1765 75.9 29.0 20.8 73.8 8.2 18.5 19.1 1.5 1.5 0.1 2.9
非正社員 4868 82.3 22.7 23.0 75.1 9.5 20.6 31.7 1.0 1.0 0.1 1.7

5931 49.6 20.2 16.2 70.5 8.3 14.8 16.8 2.3 1.7 0.6 9.5
継続・正社員 1990 49.4 21.5 15.0 70.0 8.5 15.2 12.2 2.5 1.9 0.7 10.4
継続・非正社員 3941 49.7 19.5 16.8 70.7 8.2 14.6 19.2 2.2 1.6 0.6 9.1

従業員の適性の把握方法（企業）

あなたの適性の把握方法（従業員）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 
３．「業務に関連する専門知識・能力」の把握方法 

 「業務に関連する専門知識・能力」の把握方法は、「上司の評価」（企業 75.3％、従業員 45.3％）

と「仕事の実績」（企業 74.2％、従業員 69.0％）を中心として「社内外の資格の取得状況」（企

業 27.9％、従業員 18.1％）と「同僚の評価」（企業 24.3％、従業員 21.2％）が補完する点に

変わりがないが、企業は従業員以上に「上司の評価」と「社内外の資格の取得状況」をより

多く活用している（図表 3-4-2-3） 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「仕事の実績」については、雇用形態に関わ

らず、ほぼ見方は一致している。これに対して、「上司の評価」及び「契約更新時の面接で」

については「非正社員」ほど、 企業と従業員の認識の差が大きい。 

 
図表 3-4-2-3.「業務に関連する専門知識・能力」の把握方法（複数回答） 

（単位：％） 

　
件
　
数

上
司
の
評
価

同
僚
の
評
価

自
己
申
告

仕
事
の
実
績

教
育
訓
練
歴

社
内
外
の
資
格
の
取

得
状
況

契
約
更
新
時
の
面
接

で 外
部
の
専
門
家
や
専

門
機
関
に
よ
る
評
価

そ
の
他

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

6634 75.3 24.3 19.8 74.2 13.6 27.9 22.5 1.1 1.1 0.1 2.5
正社員 1765 69.1 27.3 18.7 72.4 12.8 25.6 14.5 1.4 1.5 0.1 3.9
非正社員 4868 77.5 23.3 20.2 74.8 13.9 28.7 25.3 1.1 0.9 0.2 2.0

5931 45.3 21.2 14.9 69.0 11.5 19.1 13.3 2.9 1.8 0.7 10.0
継続・正社員 1990 44.5 22.4 15.4 68.2 11.1 19.9 10.3 3.2 2.0 1.1 11.0
継続・非正社員 3941 45.7 20.7 14.7 69.4 11.7 18.6 14.8 2.7 1.7 0.6 9.4

60歳代前半層
の雇用形態

あなたの業務に関連する専門知識・能力の把握方法（従業員）

合　　　　　　　計

従業員の業務に関連する専門知識・能力の把握方法（企業）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

４．「業務外に関連する専門知識・能力」の把握方法 

 「業務外に関連する専門知識・能力」の把握方法は、「上司の評価」（企業 45.2％、従業員
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24.2％）と「仕事の実績」（企業 32.6％、従業員 29.9％）を中心として「自己申告」（企業 26.8％、

従業員 14.2％）、「社内外の資格の取得状況」（企業 24.1％、従業員 12.7％）が補完する点に

変わりがないが、企業は従業員以上に「上司の評価」、「自己申告」と「社内外の資格の取得

状況」をより多く活用している（図表 3-4-2-4）。 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「上司の評価」、「仕事の実績」、「自己申告」

と「社内外の資格の取得状況」については、雇用形態に関わらず、ほぼ見方は一致している。

これに対して、「契約更新時の面接で」については「非正社員」ほど、 企業と従業員の認識

の差が大きい。 

 
図表 3-4-2-4.「業務外に関連する専門知識・能力」の把握方法（複数回答） 

（単位：％） 

　
件
　
数

上
司
の
評
価

同
僚
の
評
価

自
己
申
告

仕
事
の
実
績

教
育
訓
練
歴

社
内
外
の
資
格
の
取

得
状
況

契
約
更
新
時
の
面
接

で 外
部
の
専
門
家
や
専

門
機
関
に
よ
る
評
価

そ
の
他

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

6634 45.2 17.3 26.8 32.6 8.1 24.1 17.5 0.5 2.4 15.0 4.7
正社員 1765 43.7 19.0 27.0 32.7 6.9 21.2 11.9 0.6 2.8 13.5 5.9
非正社員 4868 45.8 16.6 26.7 32.6 8.6 25.1 19.5 0.5 2.2 15.6 4.3

5931 24.2 13.1 14.2 29.9 5.6 12.7 8.7 1.9 4.4 15.6 18.6
継続・正社員 1990 25.8 14.9 14.7 31.0 6.0 13.5 6.5 2.2 4.3 15.3 18.5
継続・非正社員 3941 23.4 12.2 14.0 29.3 5.5 12.4 9.9 1.8 4.5 15.7 18.7

従業員の業務外に関連する専門知識・能力の把握方法（企業）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

あなたの業務外に関連する専門知識・能力の把握方法（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

５．把握する上での管理職（上司）の役割 

 把握する上での管理職（上司）の役割について、「重要な役割を果たしている」と「ある程

度重要な役割を果たしている」の合計比率をみると、企業（同比率 87.9％）、従業員（同 80.0％）

ともに高く評価している（図表 3-4-2-5）。 

こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、雇用形態に関わら

ず、企業と従業員の見解はほぼ一致している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-4-2-2.「適性」の把握方法（複数回答） 
（単位：％） 

　
件
　
数

上
司
の
評
価

同
僚
の
評
価

自
己
申
告

仕
事
の
実
績

教
育
訓
練
歴

社
内
外
の
資
格
の
取

得
状
況

契
約
更
新
時
の
面
接

で 外
部
の
専
門
家
や
専

門
機
関
に
よ
る
評
価

そ
の
他

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

6634 80.6 24.3 22.4 74.7 9.1 20.0 28.4 1.1 1.2 0.1 2.1
正社員 1765 75.9 29.0 20.8 73.8 8.2 18.5 19.1 1.5 1.5 0.1 2.9
非正社員 4868 82.3 22.7 23.0 75.1 9.5 20.6 31.7 1.0 1.0 0.1 1.7

5931 49.6 20.2 16.2 70.5 8.3 14.8 16.8 2.3 1.7 0.6 9.5
継続・正社員 1990 49.4 21.5 15.0 70.0 8.5 15.2 12.2 2.5 1.9 0.7 10.4
継続・非正社員 3941 49.7 19.5 16.8 70.7 8.2 14.6 19.2 2.2 1.6 0.6 9.1

従業員の適性の把握方法（企業）

あなたの適性の把握方法（従業員）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 
３．「業務に関連する専門知識・能力」の把握方法 

 「業務に関連する専門知識・能力」の把握方法は、「上司の評価」（企業 75.3％、従業員 45.3％）

と「仕事の実績」（企業 74.2％、従業員 69.0％）を中心として「社内外の資格の取得状況」（企

業 27.9％、従業員 18.1％）と「同僚の評価」（企業 24.3％、従業員 21.2％）が補完する点に

変わりがないが、企業は従業員以上に「上司の評価」と「社内外の資格の取得状況」をより

多く活用している（図表 3-4-2-3） 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「仕事の実績」については、雇用形態に関わ

らず、ほぼ見方は一致している。これに対して、「上司の評価」及び「契約更新時の面接で」

については「非正社員」ほど、 企業と従業員の認識の差が大きい。 

 
図表 3-4-2-3.「業務に関連する専門知識・能力」の把握方法（複数回答） 

（単位：％） 

　
件
　
数

上
司
の
評
価

同
僚
の
評
価

自
己
申
告

仕
事
の
実
績

教
育
訓
練
歴

社
内
外
の
資
格
の
取

得
状
況

契
約
更
新
時
の
面
接

で 外
部
の
専
門
家
や
専

門
機
関
に
よ
る
評
価

そ
の
他

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

6634 75.3 24.3 19.8 74.2 13.6 27.9 22.5 1.1 1.1 0.1 2.5
正社員 1765 69.1 27.3 18.7 72.4 12.8 25.6 14.5 1.4 1.5 0.1 3.9
非正社員 4868 77.5 23.3 20.2 74.8 13.9 28.7 25.3 1.1 0.9 0.2 2.0

5931 45.3 21.2 14.9 69.0 11.5 19.1 13.3 2.9 1.8 0.7 10.0
継続・正社員 1990 44.5 22.4 15.4 68.2 11.1 19.9 10.3 3.2 2.0 1.1 11.0
継続・非正社員 3941 45.7 20.7 14.7 69.4 11.7 18.6 14.8 2.7 1.7 0.6 9.4

60歳代前半層
の雇用形態

あなたの業務に関連する専門知識・能力の把握方法（従業員）

合　　　　　　　計

従業員の業務に関連する専門知識・能力の把握方法（企業）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

４．「業務外に関連する専門知識・能力」の把握方法 

 「業務外に関連する専門知識・能力」の把握方法は、「上司の評価」（企業 45.2％、従業員
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ず、ほぼ見方は一致している。これに対して、「各種公的資格の取得状況」については「非正

社員」ほど、企業と従業員の認識の差が大きい。 

 

７．従業員（60 歳代前半層）の働き方のニーズの把握状況 

 「従業員（60 歳代前半層）の働き方のニーズ」の把握の状況については、企業（「把握し

ている」と「ある程度把握している」の合計比率 80.0％）、従業員（同 75.7％）ともに肯定

的に捉えている（図表 3-4-2-7）。 

 こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、雇用形態に関わらず、

企業と従業員の意見はほぼ一致している。 

 
図表 3-4-2-7.働き方のニーズの把握 

（単位：％） 

　
件
　
数

把
握
し
て
い
る

あ
る
程
度
把
握
し

て
い
る

あ
ま
り
把
握
し
て

い
な
い

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

7110 22.0 58.0 12.7 5.1 2.3 2.99 0.08
正社員 1924 19.6 56.7 12.6 8.7 2.3 2.89 0.00
非正社員 5181 22.9 58.6 12.6 3.7 2.2 3.03 0.11

6466 21.6 54.1 14.8 7.9 1.5 2.91 0.08
継続・正社員 2166 21.3 52.7 15.7 8.3 2.0 2.89 0.00
継続・非正社員 4300 21.8 54.8 14.4 7.7 1.3 2.92 0.11

従業員の働き方のニーズの把握（企業）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

あなたの働き方のニーズの把握（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
 （注）得点：「把握している」を 4 点、「ある程度把握している」を 3 点、「あまり把握していない」を 2 点、「把

握していない」を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

８．従業員（60 歳代前半層）の働き方のニーズの把握方法 

 従業員（60 歳代前半層）の働き方のニーズを把握する方法は、企業と従業員ともに「上司

の面談」（企業 84.4％、従業員 76.0％）、「人事担当者との面談」（企業 38.6％、従業員 21.5％）、

「書面等による自己申告」（企業 25.1％、従業員 18.3％）を主要な方法であるとしているが、

とくに従業員に比べて企業は「上司の面談」、「人事担当者との面談」と「書面等による自己

申告」をより積極的に活用していると考えている（図表 3-4-2-8） 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「上司との面談」については「非正社員」ほ

ど、企業と従業員の間の見解の差が大きい。 

 

 

 

 

 

 

図表 3-4-2-5．把握する上での管理職（上司）の役割 
（単位：％） 

　
件
　
数

果
た
し
て
い
る

あ
る
程
度
果
た
し

て
い
る

あ
ま
り
果
た
し
て

い
な
い

果
た
し
て
い
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

6634 25.4 62.5 10.7 0.7 0.7 3.13 0.11
正社員 1765 22.8 64.3 11.0 0.8 1.0 3.10 0.09
非正社員 4868 26.3 61.9 10.6 0.6 0.6 3.14 0.12

5931 22.4 57.6 16.0 2.2 1.8 3.02 0.11
継続・正社員 1990 21.4 58.6 15.6 2.3 2.1 3.01 0.09
継続・非正社員 3941 22.9 57.0 16.3 2.2 1.6 3.02 0.12

把握する上での管理職の役割（企業）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

把握する上での上司の役割（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
（注）得点：「果たしている」を 4 点、「ある程度果たしている」を 3 点、「あまり果たしていない」を 2 点、「果

たしていない」を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

６．把握している能力・把握されている能力 

 把握している能力・把握されている能力は、「これまで経験した部署・職場」（企業 88.2％、

従業員 83.7％）と「仕事上の主な成果」（企業 64.2％、従業員 68.3％）を中心として「各種

公的資格の取得状況」（企業 54.7％、従業員 26.7％）と「社内外の研修歴（通信教育の受講

歴を含む）」（企業 27.4％、従業員 16.5％）を把握している。企業は従業員以上に「各種公的

資格の取得状況」と「社内外の研修歴（通信教育の受講歴を含む）」をより積極的に把握して

いると考えている（図表 3-4-2-6）。 

 
図表 3-4-2-6.把握している能力・把握されている能力（職務経歴と教育訓練歴）（複数回答） 

（単位：％） 

　
件
　
数

こ
れ
ま
で
経
験
し
た
部

署
・
職
場

仕
事
上
の
主
な
成
果

社
内
外
の
研
修
歴
（
通

信
教
育
の
受
講
歴
を
含

む
）

社
内
外
の
勉
強
会
・
交

流
会
等
へ
の
参
加
状
況

各
種
公
的
資
格
の
取
得

状
況

英
語
等
の
語
学
力

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
等

の
社
外
活
動

そ
の
他

全
て
把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

7110 88.2 64.2 27.4 13.8 54.7 4.6 1.9 0.3 1.3 2.3
正社員 1924 83.1 63.5 23.2 13.9 49.4 3.8 2.1 0.5 2.3 2.3
非正社員 5181 90.1 64.5 29.0 13.7 56.6 4.9 1.8 0.2 1.0 2.3

6466 83.7 68.3 16.5 14.2 26.7 2.4 2.4 1.1 2.2 0.6
継続・正社員 2166 79.9 69.2 15.7 16.2 25.5 2.2 2.6 1.3 2.6 0.5
継続・非正社員 4300 85.6 67.9 17.0 13.2 27.3 2.4 2.3 1.0 2.0 0.7

60歳代前半層
の雇用形態

把握している能力（職務経歴と教育訓練歴）（企業）

把握されている能力（職務経歴と教育訓練歴）（従業員）

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

60歳代前半層
の雇用形態

 

 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「これまで経験した部署・職場」、「仕事上の

主な成果」と「社内外の研修歴（通信教育の受講歴を含む）」については、雇用形態に関わら
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ず、ほぼ見方は一致している。これに対して、「各種公的資格の取得状況」については「非正

社員」ほど、企業と従業員の認識の差が大きい。 

 

７．従業員（60 歳代前半層）の働き方のニーズの把握状況 

 「従業員（60 歳代前半層）の働き方のニーズ」の把握の状況については、企業（「把握し

ている」と「ある程度把握している」の合計比率 80.0％）、従業員（同 75.7％）ともに肯定

的に捉えている（図表 3-4-2-7）。 

 こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、雇用形態に関わらず、

企業と従業員の意見はほぼ一致している。 

 
図表 3-4-2-7.働き方のニーズの把握 

（単位：％） 

　
件
　
数

把
握
し
て
い
る

あ
る
程
度
把
握
し

て
い
る

あ
ま
り
把
握
し
て

い
な
い

把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

7110 22.0 58.0 12.7 5.1 2.3 2.99 0.08
正社員 1924 19.6 56.7 12.6 8.7 2.3 2.89 0.00
非正社員 5181 22.9 58.6 12.6 3.7 2.2 3.03 0.11

6466 21.6 54.1 14.8 7.9 1.5 2.91 0.08
継続・正社員 2166 21.3 52.7 15.7 8.3 2.0 2.89 0.00
継続・非正社員 4300 21.8 54.8 14.4 7.7 1.3 2.92 0.11

従業員の働き方のニーズの把握（企業）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

あなたの働き方のニーズの把握（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
 （注）得点：「把握している」を 4 点、「ある程度把握している」を 3 点、「あまり把握していない」を 2 点、「把

握していない」を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

８．従業員（60 歳代前半層）の働き方のニーズの把握方法 

 従業員（60 歳代前半層）の働き方のニーズを把握する方法は、企業と従業員ともに「上司

の面談」（企業 84.4％、従業員 76.0％）、「人事担当者との面談」（企業 38.6％、従業員 21.5％）、

「書面等による自己申告」（企業 25.1％、従業員 18.3％）を主要な方法であるとしているが、

とくに従業員に比べて企業は「上司の面談」、「人事担当者との面談」と「書面等による自己

申告」をより積極的に活用していると考えている（図表 3-4-2-8） 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「上司との面談」については「非正社員」ほ

ど、企業と従業員の間の見解の差が大きい。 

 

 

 

 

 

 

図表 3-4-2-5．把握する上での管理職（上司）の役割 
（単位：％） 

　
件
　
数

果
た
し
て
い
る

あ
る
程
度
果
た
し

て
い
る

あ
ま
り
果
た
し
て

い
な
い

果
た
し
て
い
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

6634 25.4 62.5 10.7 0.7 0.7 3.13 0.11
正社員 1765 22.8 64.3 11.0 0.8 1.0 3.10 0.09
非正社員 4868 26.3 61.9 10.6 0.6 0.6 3.14 0.12

5931 22.4 57.6 16.0 2.2 1.8 3.02 0.11
継続・正社員 1990 21.4 58.6 15.6 2.3 2.1 3.01 0.09
継続・非正社員 3941 22.9 57.0 16.3 2.2 1.6 3.02 0.12

把握する上での管理職の役割（企業）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

把握する上での上司の役割（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
（注）得点：「果たしている」を 4 点、「ある程度果たしている」を 3 点、「あまり果たしていない」を 2 点、「果

たしていない」を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

６．把握している能力・把握されている能力 

 把握している能力・把握されている能力は、「これまで経験した部署・職場」（企業 88.2％、

従業員 83.7％）と「仕事上の主な成果」（企業 64.2％、従業員 68.3％）を中心として「各種

公的資格の取得状況」（企業 54.7％、従業員 26.7％）と「社内外の研修歴（通信教育の受講

歴を含む）」（企業 27.4％、従業員 16.5％）を把握している。企業は従業員以上に「各種公的

資格の取得状況」と「社内外の研修歴（通信教育の受講歴を含む）」をより積極的に把握して

いると考えている（図表 3-4-2-6）。 

 
図表 3-4-2-6.把握している能力・把握されている能力（職務経歴と教育訓練歴）（複数回答） 

（単位：％） 

　
件
　
数

こ
れ
ま
で
経
験
し
た
部

署
・
職
場

仕
事
上
の
主
な
成
果

社
内
外
の
研
修
歴
（
通

信
教
育
の
受
講
歴
を
含

む
）

社
内
外
の
勉
強
会
・
交

流
会
等
へ
の
参
加
状
況

各
種
公
的
資
格
の
取
得

状
況

英
語
等
の
語
学
力

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
等

の
社
外
活
動

そ
の
他

全
て
把
握
し
て
い
な
い

無
回
答

7110 88.2 64.2 27.4 13.8 54.7 4.6 1.9 0.3 1.3 2.3
正社員 1924 83.1 63.5 23.2 13.9 49.4 3.8 2.1 0.5 2.3 2.3
非正社員 5181 90.1 64.5 29.0 13.7 56.6 4.9 1.8 0.2 1.0 2.3

6466 83.7 68.3 16.5 14.2 26.7 2.4 2.4 1.1 2.2 0.6
継続・正社員 2166 79.9 69.2 15.7 16.2 25.5 2.2 2.6 1.3 2.6 0.5
継続・非正社員 4300 85.6 67.9 17.0 13.2 27.3 2.4 2.3 1.0 2.0 0.7

60歳代前半層
の雇用形態

把握している能力（職務経歴と教育訓練歴）（企業）

把握されている能力（職務経歴と教育訓練歴）（従業員）

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

60歳代前半層
の雇用形態

 

 

 これを 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「これまで経験した部署・職場」、「仕事上の

主な成果」と「社内外の研修歴（通信教育の受講歴を含む）」については、雇用形態に関わら
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２．「60 歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの必要性 

 「60 歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みについて、「必要である」と「ある程度

必要である」の合計比率をみると、企業（同 66.8％）、従業員（同 78.2％）ともに必要性を

感じているが、従業員は企業以上に、必要性を強く感じている（図表 3-4-3-2）。 

 こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、雇用形態に関わらず、

企業と従業員の見解はほぼ一致している。 

 
図表 3-4-3-2．「60 歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの必要性 

（単位：％） 

　
件
　
数

必
要
で
あ
る

あ
る
程
度
必
要
で

あ
る

あ
ま
り
必
要
で
な

い 必
要
で
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

6368 9.8 57.0 26.1 5.4 1.7 2.72 -0.36
正社員 1742 8.0 49.0 31.1 10.2 1.8 2.56 -0.38
非正社員 4624 10.5 59.9 24.2 3.7 1.7 2.79 -0.37

3630 33.6 44.6 16.6 4.6 0.6 3.08 -0.36
継続・正社員 1303 28.5 43.3 20.2 7.4 0.7 2.94 -0.38
継続・非正社員 2327 36.5 45.3 14.6 3.0 0.6 3.16 -0.37

「60歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの必要性（企業）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

「60歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの必要性（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
（注）得点：「必要である」を 4 点、「ある程度必要である」を 3 点、「あまり必要でない」を 2 点、「必要でない」

を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-4-2-8.働き方のニーズの把握方法 
（単位：％） 

　
件
　
数

上
司
と
の
面
談

書
面
等
に
よ
る
自
己
申
告

人
事
担
当
者
と
の
面
談

６
０
歳
以
降
の
従
業
員
を

支
援
す
る
社
内
の
専
門

家
・
相
談
員
と
の
面
談

そ
の
他

無
回
答

6587 84.4 25.1 38.6 0.5 1.9 1.4
正社員 1712 82.8 21.8 34.1 0.4 2.3 2.3
非正社員 4873 85.0 26.3 40.2 0.6 1.7 1.1

5857 76.0 18.3 21.5 2.1 9.6 3.6
継続・正社員 1943 77.1 17.0 18.9 2.0 9.7 4.5
継続・非正社員 3914 75.5 19.0 22.9 2.2 9.6 3.1

従業員の働き方のニーズの把握方法（企業）

あなたの働き方のニーズの把握方法（従業員）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

３節 「60 歳代の働き方」を「相談・支援する」仕組み 

１．「60 歳代の働き方」を「相談・支援する」仕組みの導入状況 

 「60 歳代の働き方」を「相談・支援する」仕組みの導入状況について、導入比率をみると、

企業（7.9％）と従業員（40.6％）間で現状に対する認識が異なる（図表 3-4-3-1）。これを 60

歳代前半層の雇用形態別にみると、「非正社員」ほど、 企業と従業員の間の見解の差が大き

い。 

 
図表 3-4-3-1.「60 歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの導入状況 

（単位：％） 

　
件
　
数

導
入
し
て
い

る 導
入
し
て
い

な
い

無
回
答

7110 7.9 89.6 2.5
正社員 1924 6.9 90.5 2.5
非正社員 5181 8.3 89.2 2.4

6466 40.6 56.1 3.2
継続・正社員 2166 36.7 60.2 3.2
継続・非正社員 4300 42.7 54.1 3.2

60歳代前半層
の雇用形態

導入状況（企業）

導入状況（従業員）

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

60歳代前半層
の雇用形態

 

 

 

 

数は 2,166 件（構成比：33.5％）、「継続・非正社員」は 4,300 件（同 66.5％）である。 

 

２．個人属性 

（１）性別 

回答者の性別は「男性」が 77.2％、「女性」が 22.8％である（図表 3-3-1-1）。これを継続・

雇用者の 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、「継続・正社員」で女性が多く、これに対し

て、「継続・非正社員」で「男性」が多くなっている。 

 
図表 3-3-1-1. 性別 

（単位：％） 

　
件
　
数

（
人
）

男
性

女
性

無
回
答

6466 77.2 22.8 0.0
継続・正社員 2166 72.3 27.7 0.0
継続・非正社員 4300 79.6 20.3 0.1

60歳代前半層の
雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

（２）現在の年齢 

回答者の現在の年齢は「60 歳」が 22.5％、「61 歳」が 30.1％、「62 歳」が 25.6％、「63 歳」

が 16.5％、「64 歳」が 5.3％であり、平均すると、61.5 歳になる（図表 3-3-1-2）。これ継続・

雇用者の 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、雇用形態に関わらず、年齢の分布はほぼ同じ

である。 

 
図表 3-3-1-2. 現在の年齢 

（単位：％） 

　
件
　
数

（
人
）

６
０
歳

６
１
歳

６
２
歳

６
３
歳

６
４
歳

平
均
（
年
）

6466 22.5 30.1 25.6 16.5 5.3 61.52
継続・正社員 2166 24.3 30.6 24.2 16.2 4.8 61.46
継続・非正社員 4300 21.6 29.8 26.4 16.7 5.6 61.55

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

（３）最終学歴 

回答者の最終学歴（中退は卒業に含む）は、「高校卒」が 51.0％で半数以上を占め、残り

を「大学・大学院卒」が 29.2％、「短大・高専・専修・専門学校」が 12.8％、「中学校卒」が

6.9％を占めている（図表 3-3-1-3）。これ継続・雇用者の 60 歳代前半層の雇用形態別にみる

と、雇用形態に関わらず、最終学歴の分布はほぼ同じである。 
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２．「60 歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの必要性 

 「60 歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みについて、「必要である」と「ある程度

必要である」の合計比率をみると、企業（同 66.8％）、従業員（同 78.2％）ともに必要性を

感じているが、従業員は企業以上に、必要性を強く感じている（図表 3-4-3-2）。 

 こうした認識の差（得点差）を 60 歳代前半層の雇用形態別にみると、雇用形態に関わらず、

企業と従業員の見解はほぼ一致している。 

 
図表 3-4-3-2．「60 歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの必要性 

（単位：％） 

　
件
　
数

必
要
で
あ
る

あ
る
程
度
必
要
で

あ
る

あ
ま
り
必
要
で
な

い 必
要
で
な
い

無
回
答

得
点

得
点
差
（
企
業
―

従
業
員
）

6368 9.8 57.0 26.1 5.4 1.7 2.72 -0.36
正社員 1742 8.0 49.0 31.1 10.2 1.8 2.56 -0.38
非正社員 4624 10.5 59.9 24.2 3.7 1.7 2.79 -0.37

3630 33.6 44.6 16.6 4.6 0.6 3.08 -0.36
継続・正社員 1303 28.5 43.3 20.2 7.4 0.7 2.94 -0.38
継続・非正社員 2327 36.5 45.3 14.6 3.0 0.6 3.16 -0.37

「60歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの必要性（企業）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

「60歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの必要性（従業員）

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 
（注）得点：「必要である」を 4 点、「ある程度必要である」を 3 点、「あまり必要でない」を 2 点、「必要でない」

を 1 点とし、その総和を「件数」－「無回答」の回答数で除して算出。 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-4-2-8.働き方のニーズの把握方法 
（単位：％） 

　
件
　
数

上
司
と
の
面
談

書
面
等
に
よ
る
自
己
申
告

人
事
担
当
者
と
の
面
談

６
０
歳
以
降
の
従
業
員
を

支
援
す
る
社
内
の
専
門

家
・
相
談
員
と
の
面
談

そ
の
他

無
回
答

6587 84.4 25.1 38.6 0.5 1.9 1.4
正社員 1712 82.8 21.8 34.1 0.4 2.3 2.3
非正社員 4873 85.0 26.3 40.2 0.6 1.7 1.1

5857 76.0 18.3 21.5 2.1 9.6 3.6
継続・正社員 1943 77.1 17.0 18.9 2.0 9.7 4.5
継続・非正社員 3914 75.5 19.0 22.9 2.2 9.6 3.1

従業員の働き方のニーズの把握方法（企業）

あなたの働き方のニーズの把握方法（従業員）

合　　　　　　　計
60歳代前半層
の雇用形態

60歳代前半層
の雇用形態

合　　　　　　　計

 

 

３節 「60 歳代の働き方」を「相談・支援する」仕組み 

１．「60 歳代の働き方」を「相談・支援する」仕組みの導入状況 

 「60 歳代の働き方」を「相談・支援する」仕組みの導入状況について、導入比率をみると、

企業（7.9％）と従業員（40.6％）間で現状に対する認識が異なる（図表 3-4-3-1）。これを 60

歳代前半層の雇用形態別にみると、「非正社員」ほど、 企業と従業員の間の見解の差が大き

い。 

 
図表 3-4-3-1.「60 歳代の働き方などを相談・支援する」仕組みの導入状況 

（単位：％） 

　
件
　
数

導
入
し
て
い

る 導
入
し
て
い

な
い

無
回
答

7110 7.9 89.6 2.5
正社員 1924 6.9 90.5 2.5
非正社員 5181 8.3 89.2 2.4

6466 40.6 56.1 3.2
継続・正社員 2166 36.7 60.2 3.2
継続・非正社員 4300 42.7 54.1 3.2

60歳代前半層
の雇用形態

導入状況（企業）

導入状況（従業員）

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

60歳代前半層
の雇用形態
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